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１．はじめに 

 

わが国は高齢社会が到来し，自動車等を運転する機会

が減少する高齢者や自動車免許を持たない者のモビリテ

ィ確保が重要となっている．また，モーターリゼーショ

ンの進展による全国的な公共交通の衰退で，交通弱者が

いっそう増加しているのが現状である． 

よって，自動車を使わなくても誰もが生活できる社会

への見直しが検討されており，公共交通の整備が急務と

なっている．2007年10月には「地域公共交通の活性化及

び再生に関する法律」が施行され，市町村が地域公共交

通計画のために果たすべき役割が大きくなっている． 

 交通施策を行うためには自治体や交通事業者だけで進

めるのではなく，市民などを交えた協働が重要である．

市民のニーズや需要を把握するのはもちろん，まちづく

りや公共交通に対しての意識を把握する必要があり，市

民目線に重点をおいた研究が行われている．大東ら1），

松田ら2）など，このほか土木計画学の分野ではこの流れ

に沿って近年数多くの研究がなされている．しかしなが

ら，本研究で取り上げる富田林市のような大都市周辺部

では公共交通の崩壊がまだ顕著でないこともあり，自治

体が交通政策を考える上で，市民がどのように積極的に

関わっていけばよいかに焦点をあてた研究はまだ多くは

ない． 
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富田林市では現在，路線バス利用者が減少しつつあ

り，また市が運営するコミュニティバスが財政的な理由

により当初の路線から大幅に縮小されている．このよう

な中で，従来まで積極的にモビリティ確保に関わってこ

なかった市が，どのように市民のモビリティ確保に責任

を持てばよいかのポリシーの検討を始めた．これを受け

て2008年11月に近畿大学と富田林市が「市民の交通手段

に関する実態調査」を共同で実施した． 

本研究は市民の交通実態と公共交通に対する意識を

把握し，自治体が交通政策を検討するための課題を抽出

することを目的とする． 

 

２．対象地域とアンケート調査概要  

 

（１）富田林市の概要 

富田林市は大阪府の南東部に位置し，人口は約12万

人（2009年6月末現在）である．大阪市内への鉄道によ

るアクセス利便性が非常に高いため，大阪市のベッドタ

ウンとして発展してきた．北西部は高度経済成長期に発

展したニュータウン，中部は古くからの市街地，南東部

は丘陵地帯・山間部と多様な地域となっている．市内を

大阪府内でも有数の幹線道路が横切っており，自動車の

依存度も高い． 

 鉄道駅としては市の中央部にある富田林駅（近鉄長野

線）が中心の駅であるが，市西部の金剛ニュータウン居

住者は大阪市内へのアクセスがよい隣の大阪狭山市の金

剛駅（南海高野線）を利用する人が多い（図－１）． 

 市内には3つのバス事業者（近鉄バス・金剛バス・南

海バス）によるバス路線と，市の運営によるコミュニテ

ィバス「レインボーバス」が運行している．レインボー

バスは，利用者が伸び悩んでいることから見直しが検討

されている． 

  

（２）調査の概要 

富田林市全域を対象とした．調査票の配布（1世帯あ

たり個人票を3部）は，市全域から1000世帯を無作為に

抽出し，メール便により配布した．回収は郵送により行

い，回収世帯数は317世帯（世帯あたりの回収率は31.

7％），有効回答者数は計567名（1.8票/世帯）となった． 



  

図－１ 富田林市の交通 

 

３．市民の交通実態 

 

（１）自動車の所有 

 自由に使える（運転できる）自動車の有無については， 

19～64歳ではどの年代でも「ほぼ自分専用の車がある」

と回答した割合が変わらないものの，年齢が上がるにつ

れて「家族共同の車がある」と回答した割合が少なくな

る傾向であった．また75歳以上では「ほぼ自分専用の車

がある」と回答した割合が大きく減少した（図－２）．

さらに，女性の約52％が自由に使える自動車がないと回

答しており，年齢・性別によって自動車を自由に使えな

い人が多いということが明らかとなった．  
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図－２ 自由に使える自動車の有無 

 

（２）公共交通の利用状況 

 富田林市内を大きく10の地域に分けたものが図－３で

ある．鉄道の利用状況を図－４，バスの利用状況を図－

５に示す．全体的に公共交通の利用状況は低い傾向にあ

った．バスが運行していない錦織地区では全ての人がバ

スを利用していない結果となった． 

 東条地区では鉄道・バス共に半数近くの人が利用して

いない結果となった．これは東条地区が鉄道駅から離れ

ており，バスの運行本数も少ないことが影響していると

考えられ，自動車の依存度が高い地域である． 

 

  
図－３ 各地区の位置 
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図－４ 地区別の鉄道利用状況 
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図－５ 地区別のバス利用状況 

 
４．市民の交通に対する意識の把握 

  
（１）公共交通に対する依存度 
 バスの沿線住民に対して，「もし、現在の居住地域を

運行しているバスがなくなるとしたらどうしますか」と

いう質問を行った．自由に使える自動車の有無別での結

果が図－６、外出時の身体的負担の有無別の結果が図－

７である．自由に使える車のない人の方が「交通手段が

なくなりとても困る」という回答が多く，自動車のない

人は公共交通に依存しているという実態が明らかとなっ

た．これは，体に不自由を感じる人でも同様であり，

「外出できなくなる」と回答した方も多かった． 
 さらに，「今は困らないが，将来は困ると思う」と回

答した方が多く，これについて自動車の有無や身体的負

担の有無で差はほとんどみられなかった点が注目される．

つまり，現状に関わらず将来の交通に対する不安は市民

の共通の認識であることがわかった点が成果であった．

  
（２）まちづくり・公共交通への興味 
そこで，将来の交通問題解決に対する市民の興味を

みた．全体で6割程度の人がまちづくり・公共交通に対

する興味を持っていることがわかった．興味の有無の要

因について数量化Ⅱ類を用いて分析したところ，年齢に

よる影響が卓越して大きいことがわかった．このクロス

結果を図－８に示す．年齢が上がるにつれて「大変興味

がある」と回答した方が増える傾向にあったものの，1
9～64歳の間では大きな違いはみられなかった．また，

「大変興味がある」，「少し興味がある」と回答した方

を「興味あり」，「あまり興味はない」，「まったく興

味はない」と回答した方を「興味なし」の2つに分類し

た場合は40歳以上ではほとんど差がみられなかった． 
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図－６ 自由に使える自動車の有無別・ 

バスが無くなった場合の対応（複数回答可） 
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図－７ 身体的負担の有無別・ 

バスが無くなった場合の対応（複数回答可） 
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図－８ まちづくり・公共交通に対する興味 

 
 さらに，特に興味の度合で違いがみられなかった19
～64歳の方においては，比較的鉄道利用の頻度が高い

人の方が，まちづくり・公共交通に対する興味がある結

果となったものの，ほぼ毎日利用している人に限っては，

あまり高くない結果であった． 
 地区別の興味の度合は大きな違いがみられ，東条地区

の興味の高さが目立った（図－９）． 
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図－９ まちづくり・公共交通に対する興味（地区別） 

 
（３）自治体に求める交通施策 
 市に取り組んでほしい交通施策の内容を表－１に示す．

18歳以下を除いて取り組んで欲しい交通施策の1位と2
位は「高齢者・障害者の交通手段の確保」と「公共交通

の利便性の向上」のどちらかであった．3位では年齢層

で違いがみられ，19～54歳では「渋滞対策」，55～64
歳では「駅や歩道のバリアフリー」，65歳以上では

「交通不便地域の解消」という結果となった．これによ

り，若年層では車利用に関する対策，年齢が高くなるに

つれて徒歩や公共交通の利便性に関する対策に力を入れ

てほしいと希望している傾向がみられた． 
 

表－１ 取り組んでほしい施策（複数回答可） 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

18歳以下
(N=16)

25% 31% 44% 25% 31% 25% 25% 6% 25%

19～39歳
(N=106)

40% 35% 48% 35% 23% 23% 36% 8% 11%

40～54歳
(N=109)

61% 27% 48% 29% 20% 19% 34% 7% 9%

55～64歳
(N=111)

54% 31% 56% 41% 19% 14% 16% 15% 4%

65～74歳
(N=98)

71% 37% 46% 36% 19% 9% 11% 13% 5%

75歳以上
(N=66)

71% 36% 42% 35% 9% 12% 3% 8% 5%

市民全体
(N=506)

57% 33% 48% 35% 19% 16% 22% 10% 8%

…１位 …2位・3位

①：高齢者・障害者の移動手段の確保 ⑥：環境問題の対応
②：交通不便地域の解消 ⑦：渋滞対策
③：公共交通の利便性の向上 ⑧：バスや鉄道の総合的な情報提供
④：駅や歩道のバリアフリー推進 ⑨：その他
⑤：中心市街地の活性化  
 

５．おわりに 

 
 多様な地域性があり，表面的に大きな公共交通問題が

生じていない富田林市において，今後公共交通が衰退し

ていけば，交通困難者が増加することが予想される．ま

た，バスがなくなれば将来に不安がある人も多いことが

明らかになった．この2点の対策への要望が他の渋滞や

バリアフリー対策などを大きく上回っていることが重要

である．モビリティ確保の課題がこれまでの自治体の責

務の重要課題をしのぐ要望となっていることがわかる． 
市民の間で，まちづくり・公共交通への興味の度合は，

年齢や地区別で違いがみられ，特に若年層の関心の薄さ

が目立った．自治体が交通政策を進めるためには，市民

の中でもまちづくりや交通への意識が違うということを

把握した上で進めていく必要がある．今後の課題として

は，以下の点があげられる． 
① まちづくりや公共交通に対する意識が高くても実際

は，コミュニティバスの利用率低迷などの問題が生じて

いることから，今回の調査結果と交通の実態を市民にフ

ィードバックして，市民が地域全体の問題として公共交

通を考えられるような交通政策の手法が求められる． 
② まちづくり・公共交通に対して関心の薄い層に対し

てその原因の追求と興味を持ってもらうための対策を考

える必要がある． 
③ 今回の調査を基にして，さらなる詳細な交通実態と

意識を把握し，重点すべき課題を抽出する必要がある． 
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